
別表第１（第５条関係)

【事務事業の基本的事項】
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0.30

5,391

0.30

2,421

8,071

2,378

16,288

18年度決算額(千円)

9,100

0.30

34,393

2,356

68.0

100.0%

実績 ％ 66.0 56.0

実績

達成度

50.0

90.0

73.3%

85.0

50.0 83.0

104.6%

67.0

97.6%

62.2%

296

19年度決算額(千円)

13,932

7,853

983

5,200

20年度実績項　　　　　目 単位

7,925

9,178

％

％

％

目標

1,700

1,900
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総 合 計 画 で の
位 置 づ け

基本計画 水道の安定供給と施設の整備

施設の維持管理

補助金

施策の大綱

担 当 課 係 名

事業費

総合計画の
ページ

内部管理

継続

作成者業務

予 算 費 目

企業局　業務

新規／継続の区分

　配水管橋梁添架工事　２か所　Ｌ＝２０．４ｍ，Ｌ＝３９．１ｍ

安心・安全で潤いのある生活環境のまち
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事業の目的・意図
（どういう状態に
したいのか）

事業進捗率

有収率

　桧木内地区、潟野地区の簡易水道施設を整備統合し、潟野地区の水量不足を解消す
るとともに安全で安定した良質の水道水を供給することを目的とする。

　簡易水道計画区域内の給水対象者
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【事務事業の今までの成果】

【事務事業を取巻く環境】

【一次評価】

※一次評価の判定がＢ～Ｄのときは、下記に必ず記入すること。

【二次評価】

　潟野地区が水量不足のため、早期の改善が望まれていた。

大幅な見直しの上で継続（手段改善等）

判 定 に 至 っ た 理 由

終了（完成及び目的を達成し終了した事業）

事業に対する市民の意見
（事業に対する期待、要望、苦情等）

　統合整備をしたことにより、安全で安定した良質な水道水を供給している。

国・県・他自治体の動向 　特になし

判 定 事 業 の 方 向 性 判 定 に 至 っ た 理 由

Ａ 現状のまま継続（実施）

　潟野地区の水量不足を解消するととも
に、さらに、施設の一体化を図り、地域住
民の生活環境の向上を確保する。Ａ

Ｄ 休止・廃止（統合を含む）を検討する事業

大幅な見直しの上で継続（縮小）

Ｅ

【具体的な今後の取組内容（改善の方向性、対象、意図、手段等について記載すること。）

見直しの上で継続（手段改善等）

見直しの上で継続（縮小）

Ｃ１

Ｂ３

Ｃ２

大幅な見直しの上で継続（拡大）

Ｂ１ 見直しの上で継続（拡大）

Ｂ２

水量不足を解消し、良質の水道水を安定供給することは該当地域に暮らす市民の生活環境の
向上に不可欠であり、本事業によって事業の効率化も図られることから、重要な事業である
と考えます。
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判 定

Ａ
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